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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年３月期第３四半期の連結業績（平成28年４月１日～平成28年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期第３四半期 263,628 － 46,252 － 47,683 － 33,819 － 

28年３月期第３四半期 － － － － － － － － 
 
（注）包括利益 29年３月期第３四半期 32,841 百万円 （－％）   28年３月期第３四半期 － 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年３月期第３四半期 211.37 － 

28年３月期第３四半期 － － 

（注）当社は、平成28年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「１株当たり四半期純利益」を算出しております。 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

29年３月期第３四半期 657,889 338,536 50.7 

28年３月期 646,676 305,745 46.4 
 
（参考）自己資本 29年３月期第３四半期 333,329 百万円   28年３月期 300,275 百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

28年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

29年３月期 － 0.00 －    

29年３月期（予想）       37.50 37.50 

（注１）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

（注２）当社は、平成28年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。平成29年３月期

（予想）の期末配当金については、当該株式分割を考慮した金額を記載しております。 

 

３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 381,400 0.9 54,400 160.4 56,300 75.7 40,700 － 254.38 

（注１）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 

（注２）当社は、平成28年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「１株当たり当期純利益」を算出しております。 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

（注）詳細は、添付資料Ｐ５「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 （１）会計方針の変更・会計上の見

積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期３Ｑ 160,000,000 株 28年３月期 160,000,000 株 

②  期末自己株式数 29年３月期３Ｑ － 株 28年３月期 － 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 29年３月期３Ｑ 160,000,000 株 28年３月期３Ｑ 160,000,000 株 

（注）当社は、平成28年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、発行済株式数（普通株式）を算出しております。 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信

の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想等将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業績等は、金利の変動、

株価の低下、為替相場の変動、保有資産の価値変動、経済・金融環境の変動、競争条件の変化、大規模災害等の発

生、法規制の変更等様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

 四半期決算補足説明資料は、この四半期決算短信に添付しております。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、新興国経済の減速の影響等が一部にみられるものの、雇

用・所得環境の着実な改善を背景に個人消費が底堅く推移するなど、緩やかな回復を続けました。一方で、昨年４

月14日に発生した「平成28年熊本地震」については、復旧・復興需要の顕在化が進む下で、着実に持ち直している

ものの、熊本・大分両県を中心とした観光産業等は厳しい状況が続きました。

このような状況の中、当社グループは、「ＪＲ九州グループ中期経営計画２０１６－２０１８」のもと、「やさ

しくて力持ちの“総合的なまちづくり企業グループ”」を目指し、すべての事業において安全を基本に、より一層

のサービス向上に努め、各事業において積極的な事業展開による収益の拡大を図るとともに、より効率的な業務運

営と徹底的なコスト削減を推進してきました。また、「平成28年熊本地震」からの早期復旧に向け、安全を最優先

にグループ一丸となって取り組んだほか、被災地域の復興に向けた連携を図ってきました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益は2,636億28百万円となりました。また、営業利益は462

億52百万円、EBITDAは568億65百万円、経常利益は476億83百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は338億19百

万円となりました。

 

(注) 当第３四半期連結累計期間におけるEBITDAは、営業利益に減価償却費を加えた数値であります。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 運輸サービスグループ

鉄道事業においては、ＪＲ九州グループ全体の安全風土をつくるべく「使命を果たす！～一人ひとりの力を確

かなものに～」をスローガンとした、安全創造運動を展開しました。また、異常時対応能力の向上を図るため、

大規模地震想定訓練や総合脱線復旧訓練等を実施しました。安全投資では、老朽設備の取替を着実に実施すると

ともに、防災対策として豪雨対策や構造物の耐震補強、新幹線における脱線防止ガードの設置等に引き続き取り

組みました。サービスについては、基本となる「５Ｓ」（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を引き続き徹底しお客

さまをお迎えするとともに、お客さまの身になって考え行動する取り組みを進めました。

営業面では、５周年を迎えた九州新幹線を中心とした鉄道利用促進を図るべく、「九州新幹線２枚きっぷ」や

新幹線定期券「新幹線エクセルパス」等の各種商品の販売促進に努めるとともに、「ＫＡＧＯＳＨＩＭＡ ｂｙ 

ＲＯＬＡ」キャンペーンを展開しました。また、昨年10月から12月まで「長崎デスティネーションキャンペー

ン」、同じく10月から「新しい７つの長崎へ ＫＩＳＳ ＭＹ ＮＡＧＡＳＡＫＩ」キャンペーンを実施するな

ど、エリアへの重点送客を図りました。「ＪＲ九州インターネット列車予約サービス」については、インターネ

ット限定商品の拡充のほか、乗換検索サイトとの連携等による利便性の向上に努めました。地域の元気をつくる

取り組みでもある「ＪＲ九州ウォーキング」については、地元の方々と連携した魅力あるコース設定に努め、多

くのお客さまにご利用いただきました。また、「平成28年熊本地震」発生後は厳しい状況にありました観光需要

の回復に向け、クルーズトレイン「ななつ星in九州」やＤ＆Ｓ（デザイン＆ストーリー）列車をはじめ、九州の

自然・食・温泉・歴史文化・沿線地域の方々によるおもてなし等、九州ブランドの認知度向上と九州への誘客促

進に努めたほか、「元気に！九州」をテーマとして、ラッピングトレインの運行や観光ＰＲイベントの開催、

「元気に！九州パス」の発売等に取り組みました。さらに、海外からのお客さま向けの主力商品である「ＪＲ九

州レールパス」についても、韓国、台湾、香港、中国、タイを中心としたそれぞれの国及び地域に適した情報発

信や販売促進に努めました。

輸送面では、列車の増発による輸送力の増強等、きめ細かな輸送施策を展開し、各線区の需要動向に応じた効

率的な輸送体系の構築に努めるとともに、九州新幹線を中心とした輸送ネットワークの更なる充実を図ることで

利用促進に努めました。「平成28年熊本地震」の発生後、鉄道施設等の被害を受けた線区において運転を見合わ

せましたが、九州新幹線では４月27日に減便及び一部徐行しながらではありますが全線で運転を再開し、７月４

日からは一部徐行区間はあるものの通常の列車本数での運転を開始しました。在来線では、阿蘇大橋地区をはじ

めとする甚大な被害を受けた豊肥本線肥後大津～豊後萩間を除き、４月28日までに順次運転を再開し、その後７

月９日に阿蘇～豊後荻間の運転を再開しました。現在、運転を見合わせている肥後大津～阿蘇間の復旧について

は、国や関係自治体による砂防や治山、道路の復旧事業と一体となって進めるべく、関係者と調整しながら取り

組んでまいります。
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旅行業においては、強みである九州を中心とした鉄道利用国内旅行商品をはじめ、高速船ビートルを利用した

商品や㈱ジェイティービーとのアライアンス関係を生かした海外旅行商品を展開するほか、「平成28年熊本地

震」により影響を受けた九州の観光需要の早期回復を目的とした「九州ふっこう割」を活用するなど、販売促進

に努めました。また、ホームページのスマートフォンへの対応を行い、旅行申込みにおける利便性向上を図りま

した。

船舶事業においては、福岡～釜山航路及び対馬～釜山航路において、韓国の未来高速㈱との共同運航契約の終

了に伴い、昨年４月より新しいダイヤでの運航を開始するとともに、質の高い輸送サービスの提供に努めまし

た。

バス事業においては、昨年３月に高速バス路線「福岡・小倉～松江・出雲」の運行に参入したほか、九州新幹

線と接続する高速バス「Ｂ＆Ｓみやざき」の利用促進や定期観光バスの新規路線開設を行い、収益確保に努めま

した。

この結果、営業収益は1,289億31百万円、営業利益は253億57百万円、EBITDAは272億67百万円となりました。

 

② 建設グループ

建設業においては、鉄道高架化工事、新幹線関連工事等を受注するとともに、工事を着実に遂行いたしまし

た。

この結果、営業収益は427億81百万円、営業利益は19億６百万円、EBITDAは25億14百万円となりました。

 

③ 駅ビル・不動産グループ

不動産賃貸業においては、昨年４月にオフィスビル「ＪＲＪＰ博多ビル」を開業し、「ＪＲ博多シティ」等の

周辺施設とあわせ博多駅周辺のさらなるにぎわいづくりに努めたほか、昨年春に「アミュプラザ長崎」、「アミ

ュプラザ小倉」及び「アミュプラザ鹿児島」のリニューアルを実施するなど、各駅ビルにおいて積極的なイベン

ト展開を行い、収益確保に努めました。また、昨年２月に賃貸マンション「ＲＪＲプレシア博多駅前」及び「Ｒ

ＪＲプレシア郡元」の入居を開始したほか、昨年９月にオフィスビル「平河町センタービル」を取得しました。

不動産販売業においては、「ＭＪＲ上本町」等を売上に計上したほか、「ＭＪＲ赤坂タワー」や「ＭＪＲザ・ガ

ーデン大江」等の販売に取り組みました。

この結果、営業収益は363億27百万円、営業利益は154億91百万円、EBITDAは217億94百万円となりました。

 

④ 流通・外食グループ

小売業においては、コンビニエンスストアやドラッグストア等の新規出店を図りました。飲食業においては、

昨年４月に開業した博多駅前商業施設にパンケーキ専門店を出店するなど収益拡大に努めました。農業において

は、九州産の旬の野菜を販売する「八百屋の九ちゃん」の２号店、３号店を出店したほか、できたてのお菓子と

たまごを販売する専門店「うちのたまご」をオープンするなど、６次化の取り組みを拡大しました。なお、「平

成28年熊本地震」に伴い一部店舗を休業しておりましたが、昨年９月までに全店舗において営業を再開しており

ます。

この結果、営業収益は754億58百万円、営業利益は25億８百万円、EBITDAは37億81百万円となりました。

 

⑤ その他グループ

ホテル業においては、お客さまに選ばれるホテルを目指してサービス向上に努めるとともに、「九州ふっこう

割」の活用による収益確保に努めました。シニア事業においては、昨年５月に住宅型有料老人ホーム「ＳＪＲ大

分」を開設しました。

この結果、営業収益は445億64百万円、営業利益は18億36百万円、EBITDAは24億33百万円となりました。

 

(注) セグメント別のEBITDAは、各セグメントにおける営業利益に減価償却費を加えた数値（セグメント間取引消

去前）であります。
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末の資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ1.7％増加し、6,578億89百万円と

なりました。流動資産は、有価証券の取得等により前連結会計年度末に比べ20.7％増加し、2,001億86百万円とな

りました。固定資産は、有形固定資産の取得はありましたが、金銭の信託の売却等により前連結会計年度末に比べ

4.8％減少し、4,577億２百万円となりました。 

 

一方、負債の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ6.3％減少し、3,193億53百万円となりました。流動負債

は、支払手形及び買掛金、未払金の支払等により前連結会計年度末に比べ17.7％減少し、1,205億17百万円となり

ました。固定負債は、災害損失引当金の計上等により前連結会計年度末に比べ2.2％増加し、1,988億35百万円とな

りました。 

また、純資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ10.7％増加し、3,385億36百万円となりました。これ

は、利益剰余金の増加等によるものです。 

 

 

 （３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成29年３月期の通期業績予想につきましては、平成28年11月10日公表の予想から営業収益、営業利益、経常利

益、親会社株主に帰属する当期純利益をそれぞれ上方修正しております。

なお、業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の業績は今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。

 

「平成29年３月期通期予想」

 営業収益            3,814億円（前期比  0.9％増）

 営業利益             544億円（前期比 160.4％増）

 経常利益             563億円（前期比  75.7％増）

 親会社株主に帰属する当期純利益  407億円（前期比     －）
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更） 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。この変更による当第３四半期連結累

計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

 

 

（２）追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 

（平成28年熊本地震等による被害の発生）

 平成28年４月14日に発生した平成28年熊本地震等により、熊本エリアにおいて鉄道施設等を中心に被害が発生しま

した。

 これらによる復旧費用等のうち、当第３四半期連結累計期間における復旧費用等を「災害による損失」として、ま

た、第４四半期連結会計期間以降に発生が見込まれる復旧費用等については、その金額を合理的に見積り、「災害損

失引当金繰入額」として、当第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書の特別損失に計上しております。

 

（地下鉄七隈線延伸工事に伴う道路陥没事故の発生）

 平成28年11月8日に発生した地下鉄七隈線延伸工事に伴う道路陥没事故について、当該工事を受注している建設工

事共同企業体（ＪＶ）に当社連結子会社である三軌建設株式会社が参加しておりますが、当該事故における影響は調

査中であり、現時点において影響金額を合理的に算定することは困難であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
（平成28年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,673 12,926 

受取手形及び売掛金 26,472 24,740 

未収運賃 1,627 1,740 

短期貸付金 8,112 4,059 

有価証券 50,080 77,700 

商品及び製品 9,244 9,904 

仕掛品 21,675 32,950 

原材料及び貯蔵品 5,244 7,692 

繰延税金資産 6,677 2,941 

その他 28,067 25,565 

貸倒引当金 △42 △33 

流動資産合計 165,833 200,186 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 165,405 183,403 

機械装置及び運搬具（純額） 4,213 6,885 

土地 65,219 76,507 

建設仮勘定 33,256 37,596 

その他（純額） 6,214 6,385 

有形固定資産合計 274,308 310,779 

無形固定資産 6,031 5,666 

投資その他の資産    

投資有価証券 11,772 10,243 

繰延税金資産 61,110 59,870 

退職給付に係る資産 500 669 

金銭の信託 119,336 61,037 

その他 8,227 9,863 

貸倒引当金 △444 △426 

投資その他の資産合計 200,502 141,257 

固定資産合計 480,842 457,702 

資産合計 646,676 657,889 
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    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
（平成28年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 34,363 25,652 

短期借入金 664 440 

1年内返済予定の長期借入金 889 821 

未払金 43,375 34,711 

未払法人税等 22,941 1,215 

預り連絡運賃 1,408 1,301 

前受運賃 5,274 5,742 

賞与引当金 8,693 4,555 

その他 28,757 46,076 

流動負債合計 146,366 120,517 

固定負債    

長期借入金 77,776 77,238 

災害損失引当金 － 7,383 

安全・環境対策等引当金 7,306 7,017 

退職給付に係る負債 68,492 63,911 

資産除去債務 1,205 1,320 

その他 39,783 41,962 

固定負債合計 194,564 198,835 

負債合計 340,931 319,353 

純資産の部    

株主資本    

資本金 16,000 16,000 

資本剰余金 559,735 234,362 

利益剰余金 △283,381 76,055 

株主資本合計 292,354 326,417 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 12,791 11,269 

為替換算調整勘定 145 121 

退職給付に係る調整累計額 △5,015 △4,478 

その他の包括利益累計額合計 7,921 6,912 

非支配株主持分 5,469 5,206 

純資産合計 305,745 338,536 

負債純資産合計 646,676 657,889 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：百万円） 

 
 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

営業収益 263,628 

営業費  

運輸業等営業費及び売上原価 152,450 

販売費及び一般管理費 64,926 

営業費合計 217,376 

営業利益 46,252 

営業外収益  

受取利息 239 

受取配当金 106 

金銭の信託運用益 1,375 

負ののれん償却額 96 

雑収入 561 

営業外収益合計 2,378 

営業外費用  

支払利息 513 

上場関連費用 284 

雑損失 148 

営業外費用合計 946 

経常利益 47,683 

特別利益  

金銭の信託売却益 3,014 

工事負担金等受入額 744 

その他 597 

特別利益合計 4,356 

特別損失  

災害損失引当金繰入額 7,383 

災害による損失 1,804 

固定資産圧縮損 148 

その他 446 

特別損失合計 9,782 

税金等調整前四半期純利益 42,258 

法人税、住民税及び事業税 2,918 

法人税等調整額 5,481 

法人税等合計 8,400 

四半期純利益 33,857 

非支配株主に帰属する四半期純利益 38 

親会社株主に帰属する四半期純利益 33,819 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：百万円） 

 
 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 33,857 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △1,528 

為替換算調整勘定 △24 

退職給付に係る調整額 536 

その他の包括利益合計 △1,016 

四半期包括利益 32,841 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 32,810 

非支配株主に係る四半期包括利益 30 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 株主資本の合計金額には、著しい変動はありません。 

 なお、当社は、平成28年６月21日開催の第29回定時株主総会において、繰越利益剰余金の欠損填補を行うとと

もに、今後の柔軟かつ機動的な資本政策を実現するため、その他資本剰余金の一部ならびに税効果積立金及び別

途積立金の全部を繰越利益剰余金へ振り替えることを付議し、承認可決されました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が325,586百万円減少し、利益剰余金が325,586百万

円増加しております。 

 

 

（セグメント情報）

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）1 

計 調整額 
（注）2 

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注）3  

運輸 
サービス 

建設 駅ビル・ 
不動産 

流通・ 
外食 

売上高                

外部顧客への売上高 125,386 11,043 31,809 75,194 20,194 263,628 － 263,628 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,545 31,738 4,517 263 24,370 64,435 △64,435 － 

計 128,931 42,781 36,327 75,458 44,564 328,063 △64,435 263,628 

セグメント利益 25,357 1,906 15,491 2,508 1,836 47,100 △847 46,252 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業等を含んでおり

ます。 

   ２．セグメント利益の調整額△847百万円は、セグメント間取引消去です。

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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１．連結経営成績
（単位：億円）

営業収益 億円 (前年同期比 %)

営業費用 億円 %)

営業利益 億円 %)

営業外損益 億円 %)

当社の経営安定基金運用収益の減などにより減少。

経常利益 億円 %)

特別損益 億円  )

億円 %)

第３四半期累計期間(４月～12月)
記　　事H27年度

（注１）
Ｈ28年度 増 減 前年同期比

・ 親会社株主に帰属する四半期純利益は、「平成28年熊本地震」等に係る災害損失引当金の計上などにより
減益となりました。

・ 通期の業績予想は、平成28年11月10日公表の予想から営業収益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰
属する当期純利益をそれぞれ上方修正しております。

・ 当期末配当予想は、平成28年11月10日公表からの修正はありません。

平 成 29 年 ２ 月 ８ 日
九州旅客鉄道株式会社

・ 連結営業収益は、「平成28年熊本地震」の影響等による鉄道旅客運輸収入の減やマンション販売収入の減
などにより減収となりました。

・ 連結営業利益及び経常利益は、昨年度末の鉄道事業固定資産の減損損失計上による減価償却費の減などに
より増益となりました。（営業利益、経常利益ともに過去最高）

営 業 利 益 239 462 223 193.5% ４期連続の増益(過去最高)
営 業 費 用 2,540 2,173 △ 366 85.6%
営 業 収 益 2,779 2,636 △ 143 94.8% ７期ぶりの減収

特 別 損 益 406 △ 54 △ 460 -
経 常 利 益 338 476 137 140.7% ４期連続の増益(過去最高)
営 業 外 損 益 99 14 △ 85 14.3%

（注１）平成27年度第３四半期以前の数値は監査法人によるレビューを受けておりません。

（注２）H28年度EBITDA＝営業利益＋減価償却費、H27年度EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋経営安定基金運用収益。

① 2,636 △ 143 億円　／ 94.8

E B I T D A ( 注 ２ ) 613 568 △ 45 92.6% ４期ぶりの減少

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益 496 338 △ 158 68.1% ４期ぶりの減益

・ 当社の減価償却費やマンション販売原価の減などにより減少。

③ 462 (前年同期比 + 223 億円　／ 193.5

・ 当社の鉄道旅客運輸収入やマンション販売収入の減などにより減収。

② 2,173 (前年同期比 △ 366 億円　／ 85.6

140.7

⑥ △ 54 (前年同期比 △ 460 億円　／ -

・

⑤ 476 (前年同期比 + 137 億円　／

④ 14 (前年同期比 △ 85 億円　／ 14.3

　- 1 -

・ 当社の経営安定基金資産に係る売却益の減や災害損失引当金の計上などにより減少。

⑦
親会社株主に帰属する
四 半 期 純 利 益 338 (前年同期比 △ 158 億円　／ 68.1

平成28年度 第３四半期（４月～12月累計）決算について
説明資料



２．セグメントの状況
(単位：億円)

※ H28年度EBITDA＝営業利益＋減価償却費、H27年度EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋経営安定基金運用収益。

運輸サービス

建設

駅ビル・不動産

流通・外食

その他

３．連結財政状態
(単位：億円)

第３四半期累計期間(４月～12月)

Ｈ27年度 Ｈ28年度 増 減 前年同期比

営 業 利 益 13 253 240 -
E B I T D A 308 272 △ 35

運輸
サービス

営 業 収 益 1,335 1,289 △ 46 96.5%

88.5%

営 業 利 益 20 19 △ 1 92.4%
E B I T D A 26 25 △ 1

建設
営 業 収 益 477 427 △ 49 89.7%

95.2%

駅ビル
不動産

営 業 収 益 487 363 △ 123 74.6%

E B I T D A 225 217 △ 7 96.7%
営 業 収 益 720 754 33

営 業 利 益 165 154 △ 10 93.5%

0 100.6%

その他
営 業 収 益 412 445 33 108.0%

100.1%
E B I T D A

104.7%
営 業 利 益 26 25 △ 1 95.4%
E B I T D A 37 37

・ 営業収益は、当社の鉄道旅客運輸収入の減などにより減収。営業利益は当社の減価償却費の減などによ
り増益。

② 減 収 ・ 減 益

・ 営業収益及び営業利益は、マンション建設工事や鉄道高架化工事の減などにより減収・減益。

25 24 △ 0 97.1%

① 減 収 ・ 増 益

営 業 利 益 18 18 0

流通
外食

Ｈ27年度 Ｈ28年度
増 減 記　　事

期末 第３四半期末

・ 営業収益は、ドラッグストアやコンビニエンスストアの営業収益の増などにより増収。営業利益は、新
規出店に伴う経費の増などにより減益。

⑤ 増 収 ・ 増 益

・ 営業収益及び営業利益は、資材売上高の増やシニア事業におけるSJR大分の開業などにより増収・増益。

③ 減 収 ・ 減 益

・ 営業収益及び営業利益は、当社のマンション販売収入の減などにより減収・減益。

④ 増 収 ・ 減 益

資 産 計 6,466 6,578 112
流 動 負 債 1,463 1,205 △ 258 未払金や買掛金の減

流 動 資 産 1,658 2,001 343 有価証券の増

固 定 資 産 4,808 4,577 △ 231 金銭の信託の減、有形固定資産の増

純 資 産 3,057 3,385 327 親会社株主に帰属する四半期純利益

固 定 負 債 1,945 1,988 42 災害損失引当金の増

負 債 計 3,409 3,193 △ 215
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４．平成28年度通期の連結業績予想
（単位：億円）

５．株主還元の状況
　　平成28年度の期末配当金（予想）は、１株あたり37.5円です。

６．単体決算

（１）単体経営成績
（単位：億円）

（２）鉄道事業と関連事業の営業損益
（単位：億円）

（３）平成28年度通期の単体業績予想
（単位：億円）

対前年度実績

金額 比率 金額 比率

C/A

Ｈ27年度
実績

Ｈ28年度
11月公表時
予想

Ｈ28年度
今回予想

対11月公表時予想

34 100.9%
（うち鉄道旅客運輸収入） 1,501 1,435 1,460 25 101.7% △ 41 97.3%
営 業 収 益 3,779 3,788 3,814 26 100.7%

A B C C-B C/B C-A

4,737 －

E B I T D A 691 670 695 25 103.7% 3 100.4%

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 △ 4,330 382 407 25 106.5%

335 260.4%
経 常 利 益 320 535 563 28 105.2% 242 175.7%
営 業 利 益 208 518 544 26 105.0%

※ 平成28年11月10日公表の予想から営業収益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益を
それぞれ上方修正しております。

第３四半期累計期間(４月～12月)
記　　事

Ｈ27年度 Ｈ28年度 増 減 前年同期比

営 業 費 用 1,448 1,052 △ 396 72.6%
（うち鉄道旅客運輸収入） 1,129 1,092 △ 36 96.8% ４期ぶりの減収
営 業 収 益 1,585 1,419 △ 165 89.6% ４期ぶりの減収

経 常 利 益 251 403 152 160.7% ４期連続の増益（過去最高）
営 業 外 損 益 114 35 △ 78 31.3%
営 業 利 益 136 367 231 269.0% ４期連続の増益（過去最高）

第３四半期累計期間(４月～12月)
記　　事

Ｈ27年度 Ｈ28年度 増 減 前年同期比

四 半 期 純 利 益 448 299 △ 148 66.9% ４期ぶりの減益
特 別 損 益 408 △ 52 △ 461 -

- 0

関連
事業

営業収益 337 213 △ 123 63.3% マンション販売収入の減
営業費用

鉄道旅客運輸収入の減

営業費用 1,242 956 △ 286 77.0% 減価償却費の減
鉄道
事業

営業収益 1,247 1,206 △ 41 96.7%

営業利益 5 249 244

0

206 95 △ 110 46.4% マンション販売原価の減
営業利益 131 118 △ 13 89.8%

Ｈ27年度
実績

Ｈ28年度
11月公表時
予想

Ｈ28年度
今回予想

対11月公表時予想 対前年度実績

金額 比率 金額 比率

△ 41 97.3%
営 業 利 益 54 404 410 6 101.5% 355 757.9%
（うち鉄道旅客運輸収入） 1,501 1,435 1,460 25 101.7%

C/A
営 業 収 益 2,111 2,086 2,118 32 101.5% 6 100.3%

A B C C-B C/B C-A

※

268 246.7%
当 期 純 利 益 △ 4,444 343 350 7 102.0% 4,794 －
経 常 利 益 182 444 451 7 101.6%

平成28年11月10日公表の予想から営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益をそれぞれ上方修正して
おります。
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（４）鉄道旅客運輸収入及び輸送量の対前年比較

（単位 ： 百万円、百万人キロ）

（単位 ： 千人）

第３四半期累計期間(４月～12月)
Ｈ27年度 Ｈ28年度 増  減 前年同期比

△ 1,751 95.3%
人キロ 1,307 1,230 △ 77 94.1%

101.6%
人キロ 148 150 2 101.6%

新幹線

定　期
収　入 2,008 2,041 33

定期外
収　入 36,983 35,232

94.9%

在来線

定　期
収　入 22,604 22,536 △ 68 99.7%
人キロ 3,111

計
収　入 38,991 37,273 △ 1,718 95.6%
人キロ 1,456 1,381 △ 74

2,552 2,474 △ 77 96.9%

計
収　入 73,916 72,024 △ 1,892 97.4%

3,118 6 100.2%

定期外
収　入 51,311 49,487 △ 1,824 96.4%
人キロ

△ 34 99.9%
人キロ 3,259 3,268 9 100.3%

人キロ 5,663 5,592 △ 71 98.7%

96.0%
定期外

収　入 88,295 84,719 △ 3,575 96.0%
人キロ 3,859 3,704 △ 154

△ 550 99.4%
計 251,950 253,043 1,093 100.4%

98.0%

輸送人員
（全　　社）

定　期 163,502 165,145 1,643 101.0%
定期外 88,448 87,898

計
収　入 112,908 109,297 △ 3,610 96.8%
人キロ 7,119 6,973 △ 145

新在計

定　期
収　入 24,613 24,578

記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

95.8%
計 10,158 9,843 △ 315 96.9%

輸送人員
（新幹線再掲）

定　期 1,936 1,964 27 101.4%
定期外 8,221 7,878 △ 342
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